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●取り組み体系図

区 民 満 足 度 の 高 い 区 政 運 営 の 確 立 凡例 計６５項目

【継】継続 【拡】拡充・強化 【新】新規
１ 内部努力の徹底・職員のやる気に応えるしくみづくり （２９） （８） （２８）

成果主義の人事管理と職員人件 職員のやる気に応える人事・給 【継】職員がやりがいを持って職務に専念できるよう1-1 1-1-1
費の抑制 与制度の確立 になる人事制度の運営

【新】職員公募制度、スペシャリスト認定制度の導入
【新】職員表彰制度の見直し

主体性を重視した職員の能力開 【新】研修体系の見直しとポイント制度の導入、ＯＪ1-1-2
発 Ｔ講師資格の付与及び人材バンク登録制度の導入

総人件費の削減 【継】職員数の削減1-1-3

組織・機構の見直し 庁内分権の推進 【継】事業部制の推進と組織の活性化1-2 1-2-1

課・係の再編、統廃合 【継】課・係の再編、統廃合1-2-2
【新】公共財産の一括管理体制の整備
【新】ＩＴを活用した業務改革推進体制の整備
【新】総合窓口、ワン・ストップ・サービス供給体制

の整備

２ 経営的視点を導入した行財政運営の確立

公共サービスの民間開放の推進 サービス向上のための最適な 【新】公共サービスの民間開放の推進2-1 2-1-1
サービス提供方式の選択

民営化等の推進
【継】箱根千代田荘の民営化
【継】湯河原千代田荘の民営化または指定管理者制度

の導入
【新】万世会館の民営化または指定管理者制度の導入
【継】保育園の民営化または指定管理者制度の導入
【拡】学校施設の有効活用と児童館・学童クラブ運営

体制の見直し

公の施設の指定管理者制度の導入
【継】嬬恋自然休養村への指定管理者制度の導入
【継】ちよだパークサイドプラザへの指定管理者制度

の導入
【新】内幸町ホールへの指定管理者制度の導入
【新】千鳥ケ淵ボート場への指定管理者制度の導入
【新】総合体育館への指定管理者制度の導入
【新】社会教育会館への指定管理者制度の導入
【継 （仮称）障害者福祉センターへの指定管理者制】

度の導入
【継】障害者通所授産施設への指定管理者制度の導入
【継】いきいきプラザ一番町への指定管理者制度の導

入
【継】岩本町ほほえみプラザへの指定管理者制度の導

入
【新】高齢者センターへの指定管理者制度の導入
【継】西神田在宅サービスセンターへの指定管理者制

度の導入
【新】区立・区営・区民住宅への指定管理者制度の導

入
【新】図書館運営への指定管理者制度の導入

民間委託の推進
【新】夜間受付業務・防災対策員業務の統合
【継】情報システムの業務委託
【継】自動車運転の業務委託
【継】保育園給食調理の業務委託
【継】保健所検査の業務委託
【拡】公共施設の設計、維持管理、修繕、施設保全等

の委託拡大
【継】道路公園、生活環境条例関係業務の見直し
【継】学校警備の機械化
【継】学校給食調理の業務委託

施設経営力の強化 【拡】民間資金やノウハウを活用した手法による公共2-1-2
施設整備の推進

【拡】公共施設の設計、維持管理、修繕、施設保全等
の委託拡大 ※再掲

【新】公共財産の一括管理体制の整備 ※再掲
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区有財産の有効活用 【継】区有財産の有効活用2-2
【 】 （ 、 ）継 校外施設 軽井沢少年自然の家 保田臨海学園
運営の見直し

公社等の見直し 公社の統合と自律的な経営の促 【拡】公社の統合、自律的経営の促進と経営評価の2-3 2-3-1
進 実施

財政援助団体の自律的な経営の 【新】財政援助団体のあり方の見直し2-3-2
促進

区民サービス向上のための改善 区民サービスの向上 【継】職員の接遇向上運動の推進2-4 2-4-1
【継】施設・窓口の開館日・開館時間の見直し
【拡】総合窓口、ワン・ストップ・サービス供給体制

の整備 ※再掲
【新】区民の声を反映した新しいサービス開発の推進
【拡】申請・届出等の電子化の推進と手段の多様化
【新】公金支払い手段の多様化

ＩＴ（情報技術）を活用した業 【新】事務執行方法の見直しに基づくシステム化2-4-2
務改革 【新】ＩＴを活用した業務改革推進体制の整備

※再掲
【新 「広報千代田」の電子媒体による配布拡大】
【新】電子調達の導入

３ 区民の満足度と成果を重視する区政への転換

行政評価制度の改善、ＰＤＣＡ 【拡】行政評価手法の統合と予算・事業執行との連動3-1
サイクルの確立 強化

外部評価制度等の導入 【拡】各種外部評価制度等の推進3-2

４ 財政の健全化

経常的経費の見直しと財政体質 【新】企業会計的手法の活用4-1
の改善 【新】予算編成手法の改革

【継】団体補助金の見直し

利用者負担の適正化と公平性の 【継】行政サービス提供にかかる使用料等の見直し4-2
確保

財源の確保 【継】収入率の向上と滞納の減少4-3

５ ともに担う地域経営

区政の発信と透明性の向上 【新】インターネットによる情報提供の推進5-1

双方向での区政情報の共有 【新】政策提案型広報の推進5-2
【新】インターネットホームページの改善

区民・地域との協働の拡充 【新】ＮＰＯ・ボランティア等の支援体制の拡充5-3
【新】区民・ＮＰＯ・ボランティア・企業・大学等と

の連携・協働の推進
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Ⅳ　行財政構造改革のための取り組み

　　（平成１７年度～２１年度　アクション・プラン）

１ ． 内 部 努力 の 徹 底、 職 員の や る気 に 応え る し くみ づ くり

（ １ ） 成 果 主 義 の 人 事 管 理 と 職 員 人 件 費 の 抑 制

① 職 員 の や る 気 に 応 え る 人 事 ・ 給 与 制 度 の 確 立

　 区 民 の 目 線 に 立 っ た 質 の 高 い 行 政 サ ー ビ ス を 提 供 し て い く た め に は 、 職 員

一 人 ひ と り の 職 務 執 行 能 力 を 高 め 、 そ の 持 て る 力 を 最 大 限 に 発 揮 す る こ と が

で き る 体 制 を 確 立 し て い く こ と が 必 要 で あ る 。

　 そ の た め 、 適 材 適 所 の 人 材 登 用 を 推 進 す る と と も に 、 従 来 の 年 功 序 列 型 賃

金 体 系 を 見 直 し 、 努 力 し た 者 が 正 当 に 評 価 さ れ 、 職 員 へ の イ ン セ ン テ ィ ブ と

な る 、職 員 の 能 力 や 業 績 に 応 じ た 人 事・給 与 制 度 の 確 立 を 引 き 続 き推 進 す る 。

項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

職員がやりがいを

持 って職 務 に専

念 できるようにな

る人事 制度の運

営

１
職員課

一般職員の勤勉手当への

成績率の導入や、特別昇

給 ・昇 格制度の適正な運

用 など、職 員の能力 や業

績を人事 ・給与上の処 遇

に適 切に反 映 できる制 度

運 営 を行 う 。 そ のために

は、目標管理型人事考課

制度に積極的に取 り組ん

で、職員の理解と納得を得

られる制度 の確立 を目 指

す。

職 員 が主 体 性 をもって職

務 に取 り組 み、職 員 の能

力・意欲が十分活用できる

ようになる。また、職員の能

力や業績 を人事 ・給 与 の

処 遇 に反 映 することがで

き、職員がやりがいを持 っ

て職務に専念できるように

なる。

・１７年度～

　２１年度

　推進

職 員 公 募 制 度 、

スペシャ リスト認

定制度の導入

２ 職員課

職場から一定の条件を示

して意 欲 のある職 員 を募

り、応募者の適性を考慮し

たうえで異動させる職員公

募制度や、一定の在職期

間を経過した職員をスペシ

ャリストとして位置づけ、長

期 にわたる在 職 を可 能 に

するスペシャリスト認 定 制

度を導入する。

職員の勤労意欲に応え、

職員が自己啓発 、研修等

で身 につけた能 力 を最 大

限に発揮できる人事配置

が可能になる。そのことに

より限 られた人 材 の効 率

的 ・効果的活用を図ること

ができる。

・１７年度

　一部実施

・１８年度

　実施（完了 ）
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職員表彰制度の

見直し

３

企 画 総 務 課 、職

員課

職員の職務に対する意欲

を高 め、改 革志 向 を奨 励

するため、職員表彰制度を

レベルアップする。

区民サービスの向上や事

務事業の効率化に結びつ

くような優れた改革提案の

発案が期待できる。また、

職員の意欲向上も見込ま

れる。

・１７年度

　実施（完了 ）

② 主 体 性 を 重 視 し た 職 員 の 能 力 開 発

　 先 進 的 な 政 策 や 事 業 を 展 開 し て い く た め に は 、 組 織 全 体 の 政 策 形 成 能 力 を

高 め 、 そ れ を 可 能 と す る 人 材 育 成 が 重 要 で あ る 。 限 ら れ た 財 源 で 効 率 的 な 行

政 運 営 を 進 め て い く 中 で 、 い か に 現 有 職 員 の 能 力 を 磨 き 、 そ れ を 伸 ば し て い

く こ と が で き る か が 、 千 代 田 区 の 命 運 を 握 っ て い る と い え る 。 人 材 育 成 基 本

方 針 に 基 づ き 、「 プ ロ の 目 と 耳 と 心 を 持 っ た 職 員 」「 改 革 を 志 向 す る 職 員 」 等

を 育 成 す る た め 、 こ れ ま で の 画 一 的 な 能 力 付 与 型 の 研 修 か ら 、 能 力 開 発 型 の

研 修 に 転 換 す る な ど 、 職 員 の 主 体 性 を 重 視 し た 能 力 開 発 を 進 め る 。

項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

研 修 体 系 の 見

直しとポイント制

度の導入 、ＯＪＴ

講 師 資 格 の 付

与及び人材バン

ク登録制度の導

入

４

職員課

選択研修や昇任前研修を実

施するとともに、同 一職層在

職中に最低限必要な単位数

を定め、その内容に応じたポイ

ントが与えられるシステムを導

入する。また、一定期間実務

経験を積み、豊富な知識 ・能

力 を身 につけた職 員 に対 し

て、「ＯＪＴ講師」の資格を付与

する。さらに、語学 ・手話等の

能力を持つ職員を登録し、必

要 に応 じて能 力 を活 用 する

「人 材 バンク登録 制 度 」を導

入する。その他 、大学院や民

間機関等での職員研修を拡

充し、職員の資質を高めてい

く。

複数のカリキュラムから

選択できるため、職員の

研修に対する自主性が

高められる。また、ＯＪＴ

講 師 の経 験 ・知 識 を共

有し、職務に活かすこと

で職場全体の職務遂行

能力が高められるととも

に、資格を付与された職

員や登録 された職員の

能力を積極的に活用す

ることができる。

・１７年度

　一部実施

・１８年度

　実施（完了 ）

③ 総 人 件 費 の 削 減

　 区 で は 、 こ れ ま で も 職 員 定 数 の 削 減 に 取 り 組 ん で き た と こ ろ で あ る が 、 区

政 を 取 り 巻 く 社 会 経 済 情 勢 の 変 化 に 対 応 す る た め 、 人 件 費 の 歳 出 全 体 に 占 め

る 割 合 を 低 下 さ せ る こ と に よ り 、 区 財 政 の 硬 直 化 を 回 避 し 、 そ の 財 源 を 新 た

な 行 政 需 要 に 振 り 向 け る な ど の 観 点 か ら 、 職 員 数 の 見 直 し を 行 い 、 新 し い 区

民 ニ ー ズ に 対 応 し た 職 員 配 置 を 行 っ て い く 。

　 そ の 際 、 公 共 サ ー ビ ス の 担 い 手 の 拡 充 と 効 率 的 ・ 効 果 的 な サ ー ビ ス 実 施 の
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観 点 か ら 民 間 開 放 を 進 め 、 事 業 ・ 施 設 の 民 営 化 、 委 託 化 、 施 設 の 運 営 業 務 や

事 業 を 含 め た 施 設 全 体 へ の 指 定 管 理 者 制 度 の 導 入 、 あ る い は 退 職 不 補 充 を 含

め 、 職 員 人 件 費 を よ り 厳 し く 抑 制 し つ つ 、 人 材 の 有 効 活 用 を 図 っ て い く 。

　 な お 、 職 員 給 与 費 の 圧 縮 に つ い て は 、 今 後 の 区 財 政 状 況 を 勘 案 し 、 措 置 に

つ い て 検 討 す る 。

項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

職員数の削減

５

職員課

引き続き組織の見直しや業務

の簡 素化 ・効 率化 及び民 間

開放の推進等により、総人件

費を抑制する。中等教育学校

の開設など、区の重点施策へ

は積 極 的 に職 員 配 置 を行 う

一方 、職員数のおおむね２割

（約２４０名）の削減をめざす。

効率化による経費節減

が見込まれる。

・１７年度～

　２１年度

　推進

（ ２ ） 組 織 ・ 機 構 の 見 直 し

① 庁 内 分 権 の 推 進

　 区 民 の 目 線 に 立 っ た 質 の 高 い 行 政 サ ー ビ ス を 提 供 し て い く た め に は 、 職 員

一 人 ひ と り の 職 務 遂 行 能 力 を 高 め る こ と は も と よ り 、 政 策 立 案 機 能 の 強 化 と

社 会 経 済 情 勢 や 事 業 執 行 状 況 に 即 応 し た 、 弾 力 的 な 事 業 執 行 が 行 え る 体 制 を

確 立 す る 必 要 が あ る 。

　 そ の た め 、 モ チ ベ ー シ ョ ン の 高 い 組 織 を め ざ し 、 各 部 を 一 つ の 経 営 体 と し

て と ら え 、 予 算 編 成 ・ 執 行 権 や 人 事 権 、 組 織 編 成 権 な ど の 権 限 移 譲 を 進 め 、

行 政 評 価 や 業 績 評 価 に よ っ て 成 果 を 評 価 ・ 検 証 し 、 次 年 度 の 予 算 枠 や 職 員 数

な ど に 反 映 し て い く こ と で 、 組 織 の イ ン セ ン テ ィ ブ を 高 め る 事 業 部 制 を 導 入

し た 。

　 こ の 趣 旨 に 則 り 、 事 業 部 制 に よ る 庁 内 分 権 の 定 着 を 進 め る と と も に 、 よ り

自 主 性 を 高 め 、 迅 速 か つ 的 確 な 区 民 サ ー ビ ス を 実 現 し て い く た め 、 さ ら な る

分 権 を 進 め 、 各 部 の 企 画 経 営 能 力 を 高 め て い く 。

項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

事 業 部 制 の 推

進と組織の活性

化

６
企画総務課

引き続き事業部制を推進し、

予算編成 ・執行権 、人事権 、

組織 編成権 などの各部への

移譲を促進するとともに、事業

部の企画経営能力向上を支

援していく。

事業部内における予算・

人事・組織の機動的・弾

力的な運用により、効率

的な行政運営が期待で

きるほか、区民に近いと

ころに権限を移譲するこ

とにより、区 民 ニーズの

動向に的確 に対応 した

サービスの向 上が期 待

できる。

・１７年度～

　２１年度

　推進
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② 課 ・ 係 の 再 編 、 統 廃 合

　 企 画 立 案 か ら 決 定 ま で の プ ロ セ ス を 短 縮 し 、 事 務 執 行 の 効 率 化 を 図 る と と

も に 、 行 政 需 要 や 課 題 に 機 動 的 ・ 弾 力 的 か つ 複 合 的 ・ 横 断 的 に 対 応 で き る 体

制 を 構 築 す る た め 、 課 ・ 係 の 再 編 、 統 廃 合 を 推 進 す る と と も に 、 職 員 一 人 ひ

と り が 担 当 職 務 の 責 任 者 と し て の 意 識 と 意 欲 を 持 っ て 職 務 を 遂 行 で き る 体 制

づ く り を め ざ す 。

　 ま た 、 公 共 施 設 な ど の 区 有 財 産 全 般 に つ い て 設 計 か ら 施 設 経 営 ま で 一 括 し

て 行 う 体 制 、 業 務 改 革 を Ｉ Ｔ 化 と 合 わ せ て 推 進 す る 体 制 や 、 新 庁 舎 整 備 に 伴

い ワ ン ・ ス ト ッ プ ・ サ ー ビ ス を め ざ す 総 合 窓 口 の 体 制 な ど の 整 備 を 行 い 、 業

務 の 効 率 化 と サ ー ビ ス の 向 上 を 図 る 。

項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

課 ・係 の再 編 、

統廃合

７

企画総務課

事務執行の効率化と行政需

要や課題に複合的に対応 で

きる体制を構築するため、引

き続き課 ・係の再編 、統廃合

を推進し、おおむね１割（約３０

ポスト）の削減をめざす。

事務執行の効率化と行

政需要や課題に機動的

に対 応 できる体 制 が確

保される。

・１７年度～

　２１年度

　推進

① 公共財 産の一括管 理 ・調

整体制の整備

（企画総務課 、経理課、営繕

課）

公共施設などの区有財産全

般について、設計から施設経

営までを一括 して管理 ・調整

する組織を設置し、ライフサイ

クルコストを踏まえた施設経営

を推進する。

公共施設のライフサイク

ルコストが低減し、維持・

修繕が適宜行われるな

ど施設の長寿命化が促

進される。また、委託化

により経費 節減が見込

まれる。

② Ｉ Ｔを活 用 した業務 改 革推

進体制の整備

（企画総務課 、情報システム

課）

事務の執行方法の抜本的見

直しとＩＴ化を推進する専門組

織を設置する。

行政執行の質的向上と

業務効率改善が推進さ

れ、最小の費用で最 大

の成果を挙げる区政運

営が図られる。
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③ 総合窓口 、ワン・ストップ・

サービス供給体制の整備

（企画総務課、戸籍住民課）

新庁舎整備に伴い、戸籍、住

民記録、税証明などの事務を

総合 的 に担 当する組織 を設

置し、ワン・ストップ・サービス

の実現を目指す。

区民 サービスの向上 が

見込まれる。

２ ． 経 営 的視 点 を 導入 し た行 財 政 運営 の確 立

（ １ ） 公 共 サ ー ビ ス の 民 間 開 放 の 推 進

① サ ー ビ ス 向 上 の た め の 最 適 な サ ー ビ ス 提 供 方 式 の 選 択

　 区 が 行 っ て い る 行 政 サ ー ビ ス に つ い て 、 こ れ ま で 民 営 化 、 委 託 化 を 進 め て

い る 状 況 を 踏 ま え つ つ 、 経 営 的 視 点 で 見 直 し 、 民 間 開 放 す る こ と が 適 し て い

る と 判 断 さ れ る 場 合 に は 、 そ れ ぞ れ 民 営 化 （ 民 設 民 営 方 式 ）、 指 定 管 理 者 制

度 の 導 入 （ 公 設 民 営 方 式 ）、 民 間 委 託 （ 個 別 の 業 務 委 託 ） を 推 進 し て い く 。

　 こ れ ら の 民 間 開 放 に あ っ て は 、 質 の 高 い サ ー ビ ス が 提 供 さ れ 、 か つ 経 費 ・

業 務 の 効 率 化 が 図 ら れ る こ と が 必 要 で あ る こ と か ら 、 そ の 業 務 が 必 要 か 、 区

が 直 接 実 施 し な け れ ば な ら な い か を 判 断 し た う え 、 区 の 関 与 の 度 合 い や 民 間

に よ る サ ー ビ ス 改 善 の 可 能 性 な ど を 考 慮 し 、 最 適 な サ ー ビ ス 実 施 主 体 ・ 形 態

を 検 討 し て い く 必 要 が あ る 。

　 こ れ ら の 観 点 か ら 検 討 し た 結 果 、 現 状 で は 以 下 の 表 の 業 務 ・ 施 設 に つ い て 、

具 体 的 に 民 間 開 放 を 進 め て い く 。

　 ま た 、 行 政 が 提 供 し て い る サ ー ビ ス の 質 と 経 費 を 、 現 在 の サ ー ビ ス 提 供 者

で あ る 行 政 と 民 間 事 業 者 の 間 で 比 較 す る 市 場 化 テ ス ト （ 官 民 競 争 入 札 ） に よ

り 、 民 が 優 れ て い れ ば 官 か ら 民 に 事 業 実 施 を 移 行 す る こ と が 可 能 と な る 。 ど

の 形 態 の 民 間 開 放 を 行 う べ き か 判 断 が 不 明 確 な 場 合 や 、 区 の 直 営 で あ っ た 分

野 に 民 間 開 放 を 適 用 す る 場 合 は 、 必 要 に 応 じ て 市 場 化 テ ス ト の よ う な 手 法 で

検 討 す る 必 要 が あ る 。

　 さ ら に 、 民 間 開 放 の 具 体 的 推 進 に あ た っ て は 、 サ ー ビ ス の 平 等 性 や 公 正 性

を 担 保 す る た め の 指 導 ・ 監 督 な ど 、 行 政 サ ー ビ ス の 品 質 の 保 証 や チ ェ ッ ク 体

制 の し く み づ く り を 行 い つ つ 、 民 間 の 経 営 能 力 の 発 揮 を 図 り 、 サ ー ビ ス 水 準

の 確 保 、 向 上 を 図 れ る よ う に し て い く 。

　 ま た 、 民 間 開 放 を 実 施 し た 業 務 や 施 設 に つ い て は 、 定 期 的 に そ の 効 果 を 測

定 ・ 評 価 し 、 実 施 内 容 や 対 価 に つ い て 見 直 し を 行 い 、 改 善 し て い く 必 要 が あ

る 。

　 な お 、 民 間 開 放 の 際 に は 、 区 政 運 営 の 資 源 を 他 の 業 務 （ 中 核 業 務 ） に 振 り
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替 え 、 集 中 化 す る こ と で 、 区 政 運 営 の 効 率 化 、 適 正 化 と 区 の 行 政 力 の 強 化 を

図 る 観 点 を 含 め 取 り 組 ん で い く 。

項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

公共 サービスの

民 間 開 放 の 推

進

８

企画総務課 、全

課

民間開放することが既に決ま

っているもののほか、区 が提

供する行政サービス全般につ

いて、民間に任せた方が優れ

ていると判断される事業の民

間開放 （民営化 ・委託化 ・指

定管理者制度等 ）を推進して

いく。

区 民 サービス向 上 と経

費節減を図ることができ

る。また、民間市場の拡

充 、雇 用 の拡 大 、住 民

団体 ・ＮＰＯなどの活 性

化も期待できる。

・１７年度～

　２１年度

　推進

箱 根 千 代 田 荘

の民営化

９

区民総務課

箱根千代田荘の施設を民間

事 業 者 に無 償 貸 付 し、民 営

化に移行する。

民間の能力活用により、

サービス向 上 と経 費 節

減を図ることができる。

・１７年度

　実施（完了 ）

湯 河 原 千 代 田

荘の民営化又は

指 定 管 理 者 制

度の導入１０

区民総務課

湯河原千代田荘の運営につ

いて、箱根千代田荘の状況を

踏まえて、民営化又は指定管

理者制度に移行する。

民間の能力活用により、

サービス向 上 と施 設 の

効率的運営 、経費節減

を図ることができる。

・１７年度

　準備

・１８年度

　実施（完了 ）

万 世 会 館 の 民

営化または指定

管 理 者 制 度 の

導入１１

区民総務課

万世会館の運営業務につい

ては、民営化または指定管理

者制度に移行する。

民間の能力活用により、

サービス向 上 と施 設 の

効率的運営 、経費節減

を図ることができる。

・１７年度

　準備

・１８年度

　実施（完了 ）

保 育 園 の 民 営

化または指定管

理 者 制 度 の 導

入

１２ 子育て推進課

保育園については、民営化ま

たは指定管理者制度の導入

を推進する。

民間の能力活用により、

保育の質を維持したうえ

で、利用者ニーズに見合

ったサービスが柔軟に提

供 されるとともに、経 費

節 減 を 図 る こ と が で き

る。

・１７年度

　準備

・１８年度

　実施

（市場化 テスト等 ）

・ １９年度

準備

・ ２０年度

実施

学 校 施 設 の 有

効 活 用 と 児 童

館・学童クラブ運

営体制の見直し１３

児童 ・家庭支援

セ ン タ ー 、 学 校

施設課

子どもの居場所づくりに合 わ

せ、児童 館 ・学 童 クラブの機

能を統合し、アフタースクール

すきっぷ事業に準じ民営化を

進めるとともに、児童館につい

ては役割の見直しを行う。

学校施設の効率的運営

により放課後児童対策

等 を充実 するとともに、

経費節減を図ることがで

きる。

・ １７年度～

２１年度

推進
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嬬 恋 自 然 休 養

村への指定管理

者制度の導入
１４

区民総務課

嬬恋自然休養村について、指

定管理者制度を導入する。

民間の能力活用により、

サービス向 上 と施 設 の

効率的運営 、経費節減

を図ることができる。

・ １７年度

準備

・ １８年度

実施（完了 ）

ちよだパークサイ

ド プ ラ ザへの指

定 管 理 者 制 度

の導入
１５

区民総務課

ちよだパークサイドプラザの運

営業務について、指定管理者

制度を導入する。

民間の能力活用により、

サービス向 上 と施 設 の

効率的運営 、経費節減

を図ることができる。

・ １７年度

準備

・ １８年度

実施（完了 ）

内幸町ホールへ

の 指 定 管 理 者

制度の導入
１６

区民総務課

内幸町ホールの運営業務に

ついては、事業も含めて指定

管理者制度を導入する。

民間の能力活用により、

サービス向 上 と施 設 の

効率的運営 、経費節減

を図ることができる。

・ １７年度

実施（完了 ）

千 鳥 ヶ淵 ボー ト

場への指定管理

者制度の導入

１７

商工振興課

千鳥ヶ淵ボート場の運営につ

いては、環 境 省 との協 議 の

下 、指定管理者制度の導入

を検討する。

民間の能力活用により、

緊急時 （修理など）の迅

速 な対応 が可 能 になる

などサービス向上と経費

節 減 を 図 る こ と が で き

る。

・ １７年度

準備

・ １８年度

実施（完了 ）

総合体育館への

指 定 管 理 者 制

度の導入
１８

文化学習スポー

ツ課

総合体育館の運営業務につ

いて、事業も含めて指定管理

者制度を導入する。

民間の能力活用により、

サービス向 上 と施 設 の

効率的運営 、経費節減

を図ることができる。

・ １７年度

検討

・ １８年度

準備

・１９年度

　実施（完了 ）

社 会 教 育 会 館

への指定管理者

制度の導入
１９

文化学習スポー

ツ課

社会教育会館の運営業務に

ついて、事業も含めて指定管

理者制度を導入する。

民間の能力活用により、

サービス向 上 と施 設 の

効率的運営 、経費節減

を図ることができる。

・ １７年度

検討

・ １８年度

準備

・１９年度

　実施（完了 ）

(仮称 )障害者福

祉 セン ターへの

指 定 管 理 者 制

度の導入
２０

生活福祉課

(仮称 )障害者福祉センターに

ついては、今後の施設整備に

合せて指定管理者制度へ移

行する。なお業務のスムーズ

な移行が可能になるよう受託

法人の職員を順次受け入れ

ていく。

民間の能力活用により、

サービス向 上 と施 設 の

効率的運営 、経費節減

を図ることができる。

・ １ ７年 度 ～

１８年度

準備

・ １ ９年 度 ～

２０年度

建設

・ ２１年度

実施（完了 ）
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障 害 者 通 所 授

産施設への指定

管 理 者 制 度 の

導入２１

生活福祉課

障害者通所授産施設につい

ては、新庁舎整備に伴い指定

管理 者 制 度 へ移 行 する。平

成１９年度の開設時にスムー

ズな移管ができるよう、平成１

７年度から順次、受託法人の

職員を受入れる。

民間の能力活用により、

サービス向 上 と施 設 の

効率的運営 、経費節減

を図ることができる。

・ １ ７年 度 ～

１８年度

一部実施

・ １９年度

実施（完了 ）

いきいきプラザ一

番町への指定管

理 者 制 度 の 導

入２２

福祉総務課 、高

齢者福祉課

いきいきプラザ一番町の高齢

者福祉施設 （特別養護老人

ホーム・高齢者在宅サービス

センター）及び区民施設 (ホー

ル・プール等 )の管理運営につ

いて、指定管理者制度を導入

する。

民間の能力活用により、

サービス向 上 と施 設 の

効率的運営 、経費節減

を図ることができる。

・ １７年度

準備

・ １８年度

実施（完了 ）

岩本町ほほえみ

プラザへの指 定

管 理 者 制 度 の

導入２３

福祉総務課 、高

齢者福祉課

岩本町ほほえみプラザの高齢

者福祉施設 （高齢者在宅 サ

ービスセンター、グループホー

ム、ケアハウス及び区民施設

(集 会 室等 )の管 理運営につ

いて、指定管理者制度を導入

する。

民間の能力活用により、

サービス向 上 と施 設 の

効率的運営 、経費節減

を図ることができる。

・ １７年度

準備

・ １８年度

実施（完了 ）

高 齢 者 センター

への指定管理者

制度の導入
２４

高齢者福祉課

高齢者センターの管理運営に

ついて、指定管理者制度へ移

行する。

民間の能力活用により、

サービス向 上 と施 設 の

効率的運営 、経費節減

を図ることができる。

・ １７年度

準備

・ １８年度

実施（完了 ）

西 神 田 高 齢 者

在 宅 サービスセ

ンターへの指 定

管 理 者 制 度 の

導入
２５

高齢者福祉課

西神田高齢者在宅サービス

センターについて、指 定管 理

者制度へ移行する。

民間の能力活用により、

サービス向 上 と施 設 の

効率的運営 、経費節減

を図ることができる。

・ １７年度

準備

・ １８年度

実施（完了 ）

区 立 ・ 区 営 ・ 区

民住宅への指定

管 理 者 制 度 の

導入２６

住宅課

区立・区営・区民住宅管理業

務について、入居者と使用料

の決定に関する事項を除き、

指定管理者制度による運営

に移行する。

民間の能力活用により、

建物修繕等に関する２４

時 間 対 応 などサービス

向上と施設の効率的運

営、経費節減を図ること

ができる。

・ １７年度

準備

・ １８年度

実施（完了 ）

図書館運営への

指 定 管 理 者 制

度の導入

２７

図書文化財課

図書館業務の一部委託化を

行 う。また、新図書館の整備

に合わせて指定管理者制度

を導入する。

民間の能力活用により、

開館日の拡大、レファレ

ンスサービスの高度化 ・

専 門 化 などサービス向

上 と 施 設 の 効 率 的 運

営、経費節減を図ること

ができる。

・ １７年度

一部実施

　（一部委託化 ）

・ １８年度

準備

・ １９年度

実施（完了 ）
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夜間受付 ・防災

対 策 員 業 務 の

統合
２８

企画総務課 、防

災課

夜間受付業務と防災対策員

業務の統合を検討する。

統合により職員ローテー

ションの弾力化と経費節

減が見込まれる。

・ １ ７年 度 ～

１８年度

準備

・ １９年度

実施（完了 ）

情 報 システムの

業務委託

２９
情報システム課

住 民 情 報 システムに引 き続

き、情報セキュリティに配慮 し

なが ら 、サーバーの運 用 保

守、ヘルプデスク機能 （コンピ

ュータに関する日常的な技術

指導）等をアウトソーシングし、

情 報 システム業 務全 般の委

託化を推進する。

民間の能力活用により、

運用保守業務やヘルプ

デスク機 能 を質 的 に向

上 させ、職 員 を情 報 化

推進の企画 ・調整等の

本来 業務に専念 させる

ことができる。

・ １７年度

準備

・ １ ８年 度 ～

２０年度

実施（完了 ）

自 動 車 運 転 の

業務委託

３０

経理課

公用車運用の委託化を推進

する。また、買い替えに際して

はリース方式など経費節減を

検討する。

民 間 の能 力 を活 用 し 、

効率化による経費節減

を図ることができる。

・ １９年度

一部実施

・ ２１年度

一部実施

保 育 園 給 食 調

理の業務委託

３１

子育て推進課

引き続き保育園給食調理の

委託化を推進する。

民 間 の能 力 を活 用 し 、

給食の質の確保と経費

節 減 を 図 る こ と が で き

る。

・ １７年度

実施（１園）

・ １８年度

実施（２園）

（完了）

保 健 所 検 査 の

業務委託

３２ 生活衛生課

公害検査 、衛生監視等に関

わる検査業務について、業務

の法的根拠、専門性、効率性

を勘案し、民間の検査機関へ

委託 できるものは、引 き続 き

委託を推進する。食品衛生法

改正 で導 入 された登 録検 査

機関 の活 用 も視 野 に入れな

がら、食品衛生検査機能を充

実する。

民間の専門性を生かし

た検査業務の高度化へ

の対応や、効率化による

経費節減を図ることがで

きる。また、区 に必要 な

検 査 機 能 に関 して、柔

軟性 が増 すことが見 込

まれる。

・ １ ７年 度 ～

２１年度

推進

公 共 施 設 の 設

計 、維 持 管 理 、

修繕 、施設保全

等の委託拡大３３

経理課、営繕課

ライフサイクルコストを踏まえた

施設経営を推進し、設計から

維持管理まで全般にわたり民

間委託を拡大する。

民間の能力活用により、

効率的 ・効果的施設経

営と経費節減を図ること

ができる。

・ １ ７年 度 ～

２１年度

推進
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道路公園、生活

環 境 条 例 関 係

業務の見直し
３４

道路公園課 、生

活環境課

道路公園の維持管理と生活

環境条例に関する業務（放置

自転車、放置看板対策等 ）に

ついては、職員の適正配置と

委託化を推進する。

民 間 の能 力 を活 用 し 、

業務の効率化と経費節

減とともに職員の能力活

用を図ることができる。

・ １ ７年 度 ～

２１年度

推進

学 校 警 備 の 機

械化

３５

学校施設課

引き続き学校警備の機械化

を実施する。

機械化 により経費節減

を図ることができる。

・ １７年度、

　１９年度、

　２１年度

実施

・ １８年度

準備

学 校 給 食 調 理

の業務委託

３６

学校施設課

引き続き学校給食調理の委

託化を推進する。

民 間 の能 力 を活 用 し 、

給食の質の確保と経費

節 減 を 図 る こ と が で き

る。

・ １７年度

実施（２校）

・ １８年度

実施（２校）

（完了）

② 施 設 経 営 力 の 強 化

　 一 定 の 支 払 い に 対 し 、 最 も 価 値 の 高 い 公 共 サ ー ビ ス を 提 供 す る と い う 、 バ

リ ュ ー ・ フ ォ ー ・ マ ネ ー （ Value For Money） の 考 え 方 を 踏 ま え 、 民 間 の 資

金 、経 営 能 力 、技 術 を 活 用 す る こ と に よ り 、区 が 直 接 実 施 す る よ り も 効 果 的 ・

効 率 的 な 公 共 サ ー ビ ス を 提 供 す る Ｐ Ｆ Ｉ 方 式 や 、 区 有 地 等 の 定 期 借 地 制 度 方

式 等 、 民 間 ノ ウ ハ ウ を 活 用 し た 手 法 に よ る 公 共 施 設 整 備 を 推 進 す る 。

　 ま た 、 施 設 整 備 の 計 画 か ら 設 計 、 維 持 管 理 や 長 期 的 な 修 繕 ま で 含 め た ラ イ

フ サ イ ク ル コ ス ト を 算 定 し 、 計 画 的 ・ 総 合 的 な 施 設 の 運 営 管 理 を 行 っ て い く 。

今 後 整 備 す る 施 設 に つ い て は 、 原 則 と し て す べ て を 、 既 存 の 施 設 に つ い て は 、

で き る 限 り 検 討 対 象 と し て い く 。

項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

民間 資 金やノウ

ハウを活 用 した

手法 による公共

施設整備の推進
３７

企画総務課 、営

繕課、該当課

公共施設整備において、区が

直接実施するよりも民間の資

金とノウハウを活用した方がよ

り効果的 ・効率的な行政サー

ビスの提供が可能な場合は、

引き続きＰＦＩなど民間ノウハウ

を活用した手法による整備を

推進する。

民間の能力活用により

効果的 ・効 率的な施設

整備 ・経営を図ることが

できる。

・ １ ７年 度 ～

２１年度

推進
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（再掲）

公 共 施 設 の 設

計 、維 持 管 理 、

修繕 、施設保全

等の委託拡大

（
再
掲
）

経理課、営繕課

ライフサイクルコストを踏まえた

施設経営を推進し、設計から

維持管理まで全般にわたり民

間委託を拡大する。

民 間 の能 力 活 用 に よ

り、効率的・効果的施設

経営 と経費節減を図 る

ことができる。

（
再
掲
）

（再掲）

課 ・ 係 の再 編 、

統廃合

① 公共 財 産 の一 括 管 理 ・調

整体制の整備

（企画総務課 、経理課、営繕

課）

公共施設などの区有財産全

般について、設計から施設経

営までを一括 して管理 ・調整

する組織を設置し、ライフサイ

クルコストを踏まえた施設経営

を推進する。

公共施設のライフサイク

ルコストが低減し、維持・

修繕が適宜行われるな

ど施設の長寿命化が促

進される。また、委託化

により経費節減が見込

まれる。

（ ２ ） 区 有 財 産 の 有 効 活 用

　 限 り あ る 区 有 財 産 を 資 源 と し て と ら え 、暫 定 的・本 格 的 活 用 を 問 わ ず 、有

効 活 用 を 検 討 す る 。特 に 大 規 模 な も の に つ い て は 、区 全 体 の 視 点 に 立 ち 、客

観 的 な 見 地 か ら 活 用 方 法 を 検 討 す る 。ま た 、整 備 時 期 を 勘 案 し な が ら 、暫 定

的 な 利 用 に よ る 財 源 の 確 保 を 図 る と と も に 、行 政 財 産 に つ い て も 、教 育 と 福

祉 、 文 化 と の 連 携 な ど 施 策 や 事 業 間 の よ り 一 層 の 複 合 的 活 用 を 推 進 す る 。

項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

区有財産の有効

活用

３８

企画総務課 、経

理課、該当課

区有 財 産の活 用 等 について

検討する。また、本格的な活

用が決まっていないもので条

件 的 に可 能 なものについて

は、土地賃貸料の増収という

視点 から適宜 その暫 定的 利

用を行う。

土地賃貸料などの収入

増が見込める。

・ １７年度

検討

・ １ ８年 度 ～

２１年度

適宜実施

（暫定利用 ）

校 外 施 設 （軽 井

沢 少 年 自 然 の

家 、保田臨海学

園 ）運 営の見 直

し
３９

教育指導課

校外施設について、引 き続 き

施設運営の効率化を推進す

るとともに、教育施設として一

層の有効活用を図る。

自 然 体 験 をベースにし

た学 習 の場 としての有

効活用と施設運営の効

率化が期待できる。

・ １ ７年 度 ～

２１年度

推進

（ ３ ） 公 社 等 の 見 直 し

① 公 社 の 統 合 と 自 律 的 な 経 営 の 促 進

　 公 社 に つ い て は 、区 が 事 業 を 直 接 実 施 す る よ り も 、よ り 効 率 的 かつ 弾 力 的
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な 事 業 執 行 が 可 能 で あ る と 見 込 ま れ る 場 合 に 、そ の 活 用 を 図 っ て きた 。し か

し な が ら 、設 立 趣 旨・目 的 を 十 分 に 果 た し き れ て い な い 面 や 、区 と公 社 の 役

割 分 担 と 責 任 の 所 在 が 、区 民 の 目 か ら 見 て 不 明 確 と な っ て い る 例 も見 受 け ら

れ た 。

　 し た が っ て 、公 社 は 、区 と は 独 立 の 法 人 格 を 持 っ た 経 営 体 で あ るこ と を 踏

ま え て 、公 社 経 営 の イ ン セ ン テ ィ ブ を 高 め る こ と を 基 本 に 、今 ま での 区 と 公

社 の 役 割 分 担 や 区 か ら の 補 助・事 業 委 託 、指 導 監 督 の あ り 方 な ど を抜 本 的 に

見 直 し 、平 成 １ ７ 年 ４ 月 か ら 既 存 の ３ 公 社 を １ 公 社 体 制 と す る 。１公 社 体 制

と す る こ と に よ り 、区 に お け る 様 々 な ニ ー ズ や 地 域 課 題 に 対 し 、まち づ く り 、

産 業 振 興 、地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ と い っ た ３ 公 社 が そ れ ぞ れ 担 っ て い た役 割 を 有

機 的 に 結 び つ け 、新 た な 担 い 手 の 育 成 や 自 主 的 な 取 り 組 み を 支 援 する と と も

に 、 総 合 的 な 解 決 方 法 の 提 案 や 調 整 を 行 っ て い く 。

　 統 合 後 の 新 公 社 に お い て は 、従 前 の ３ 公 社 の 事 業 を 整 理・統 合・拡 充 し 、

人 々 の 交 流 を 活 発 化 し 、活 力 あ ふ れ る 千 代 田 区 の 実 現 に 寄 与 す る ため 、派 遣

職 員 を 縮 減 し て 民 間 の 人 材 を 採 用 し 、独 自 性 を 発 揮 し た 事 業 展 開 を行 う 。財

政 面 で は 、で き る 限 り の 収 益 確 保 を め ざ し 、自 律 的 経 営 を 促 進 す る。併 せ て 、

公 社 に 対 す る 区 の 責 任 あ る 指 導 監 督 体 制 を 確 立 す る と と も に 、公 社の 自 律 的

経 営 を 促 進 す る た め 、経 営 評 価 を 実 施 し 、経 営 の 効 率 性・健 全 性 と透 明 性 の

確 保 を 図 る 。

項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

公社 の統 合 、自

律的経営の促進

と経営評価の実

施

４０ 企画総務課

３公社を統合し、まちづくり、産

業振興、地域コミュニティに関

する事 業 を有 機 的 に結 びつ

け、総合力 を発揮 した取 り組

みを行う。また、民間人材の採

用や収益 確 保 による自律 的

経営 を促進する。さらに公社

による自己評価・第三者機関

による経営評価を行う。

公社の経営の健全性、

透明性が確保でき、区

の説明責任を果たすこ

とができる。また、効 果

的 ・効率的経営が可能

になる。

・ １７年度

準備

・ １ ８年 度 ～

２１年度

推進

② 財 政 援 助 団 体 の 自 律 的 な 経 営 の 促 進

　 財 政 援 助 団 体 で あ る 社 会 福 祉 法 人 千 代 田 区 社 会 福 祉 協 議 会 や 、 社 団 法 人 千

代 田 区 シ ル バ ー 人 材 セ ン タ ー 、 千 代 田 区 観 光 協 会 （ 任 意 団 体 ） に つ い て 、 自

律 的 な 経 営 を 図 る と と も に 、 区 と の 役 割 分 担 や 補 助 ・ 事 業 委 託 の あ り 方 に つ

い て 、 見 直 し を 行 う 。
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項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

財政援助団体の

あり方の見直し

４１ 商工振興課 、福

祉総務課

社会福祉法人千代田区社会

福祉協議会 、社団法人千代

田区シルバー人材センター、

千代 田区観光 協会 について

は、経営のインセンティブを高

め、自 律 的 な経 営 を促 進 す

る。また、２法人については区

からの補助 ・事業委託のあり

方などを見直す。

経営努力 を促 し、経営

の自律性の向上が図ら

れる。

・ １７年度

見直し

・ １８年度

一部実施

・ １ ９年 度 ～

２１年度

推進

（ ４ ） 区 民 サ ー ビ ス 向 上 の た め の 改 善

① 区 民 サ ー ビ ス の 向 上

　 区 民 の 目 線 に 立 っ た 質 の 高 い 行 政 サ ー ビ ス を 推 進 し て い く た め に は 、 区 政

の サ ー ビ ス は 顧 客 で あ る 区 民 が 選 択 で き な い サ ー ビ ス で あ る こ と を 職 員 一

人 ひ と り が 十 分 認 識 し 、 区 民 と 区 政 と の 最 初 の 接 点 で あ る 窓 口 サ ー ビ ス に つ

い て 、 継 続 的 に 質 的 向 上 を 図 る 必 要 が あ る 。 そ の た め 、 職 員 の 接 遇 向 上 を 推

進 し 、 開 庁 ・ 開 館 日 及 び 時 間 の 拡 大 を 検 討 す る ほ か 、 新 庁 舎 に お け る 総 合 窓

口 の 開 設 を 行 う と と も に 、 Ｉ Ｔ （ 情 報 通 信 技 術 ） を 活 用 し た 「 ｅ － 千 代 田 」

（ 電 子 区 役 所 ） の 実 現 を 視 野 に 入 れ 、 区 民 本 位 の 区 政 サ ー ビ ス を め ざ す 。 ま

た 、 窓 口 な ど の 現 場 で の 区 民 の 声 を 貴 重 な 提 案 と 捉 え て 、 新 た な サ ー ビ ス を

開 発 す る 体 制 を つ く っ て い く 。

項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

職員の接遇向上

運動の推進

４２

職員課

引き続きフレッシュサービス推

進委員会等を通じた全庁的な

職員の接遇向上運動を推進

するとともに、継続的改善を図

るため第三者によるサービス

評価を実施する。

職 員 の接 遇 能 力 の向

上が図 られ、区民が気

持 ちよく区 役 所 を訪 れ

たり、電話などによる問

い合わせ等に対応する

ことができるようになる。

・ １ ７年 度 ～

２１年度

推進

施 設 ・窓 口 の開

館日 ・開 館 時 間

の見直し

４３

企画総務課 、該

当課

施設・窓口の延長開庁につい

ては、本庁舎で毎週水曜日に

窓口開庁延長 （１９：００まで）

を行っているが、引き続き区民

の利便性とコストを比較検討

した上で、土 ・日曜等の開庁 ・

開館も検討していく。

区 民 ニ ー ズ が高 い 曜

日 ・時 間 帯 に開 庁 ・開

館することにより、区民

サービスが向上する。

・ １ ７年 度 ～

２１年度

推進
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（
再
掲
）

（再掲）

課 ・ 係 の 再 編 、

統廃合

③総合窓口、ワン・ストップ・サ

ービス供給体制の整備

（企画総務課、戸籍住民課）

新庁舎整備に伴い、戸籍、住

民記録、税証明などの事務を

総合 的 に担 当する組 織 を設

置 し、ワン・ストップ・サービス

の実現を目指す。

区民サービスの向上が

見込まれる。

区民の声を反映

した新しいサービ

ス開発の推進

４４
企画総務課 、該

当課

区民の声を新しい行政サービ

スの開発に役立てるシステム

を確立する。

区民ニーズに柔軟に対

応 したサービスの事 業

化が見込まれる。

・ １ ７年 度 ～

２１年度

推進

申 請 ・届 出 等 の

電子化の推進 と

手段の多様化

４５ 情報システム課

24時間いつでも家庭や職場に

居ながらにして行政手続きが

行えるよう、申請・届出等の手

続きの電子化を進める。あわ

せて、誰もがＩＴの成果を享受

できるよう支援するとともに、ＩＴ

機器に馴染みの薄い人にとっ

ても利用しやすいシステムの導

入など、アクセス手段の多 様

化に取り組む。

24時間 、365日 、どこか

らでも区に申請を出すこ

とができるようになり、区

民の利便性が大幅に向

上する。また、電子化に

よる効率化が見込まれ

る。

・ １７年度

一部実施

・ １ ８年 度 ～

２１年度

順次拡大

公金支払い手段

の多様化

４６
情 報 シ ス テ ム

課 、 保 険 年 金

課 、税 務 課 、収

入役室

コンビニエンスストアを利用 し

た払込みやマルチペイメントシ

ステムを利用した公金オンライ

ン支払いなど、公金支払い手

段の多様化を推進する。

個 々のニーズに即 した

支払 いが可能になりサ

ービスの向上が見込 ま

れる。また、収納率の向

上も見込まれる。

・ １７年度

一部実施

・ １８年度

順次拡大

・ １ ９年 度 ～

２１年度

実施

② Ｉ Ｔ を 活 用 し た 業 務 改 革

　 各 種 内 部 事 務 の 情 報 シ ス テ ム を 統 合 し た 「 統 合 事 務 管 理 シ ス テ ム 」 の 導 入

に あ た っ て は 、 現 在 の 事 務 執 行 方 法 を 抜 本 的 に 見 直 し 、 簡 素 化 ・ 効 率 化 を 図

る ほ か 、 広 報 千 代 田 の 電 子 媒 体 に よ る 配 布 な ど 、 Ｉ Ｔ を 活 用 し た 業 務 改 革 を

推 進 す る 。 ま た 、 電 子 調 達 の 導 入 に よ り 、 契 約 業 務 の 効 率 化 と 透 明 性 の 向 上

を 図 る 。
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項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

事務執行方法の

見直しに基づくシ

ステム化
４７

企画総務課 、情

報システム課

電子決裁基盤を構築し、文書

管理 ・情報公開 ・財務会計な

ど情報システムを統合した「統

合事務管理システム」を構築

する。

決裁の迅速化、文書情

報 の共 有 化 が図 ら れ

る。

・ １７年度

準備

・ １８年度

一部実施

・ １９年度

実施（完了 ）

（再掲）

課 ・ 係 の 再 編 、

統廃合
（
再
掲
）

②ＩＴを活用した業務改革推進

体制の整備

（企画総務課 、情報システム

課）

事務の執行方法の抜本的見

直しと庁内のＩＴ化を推進する

専門組織を設置する。

行政執行の質的向上と

業務効率改善が推進さ

れ、最小の費用で最大

の成果を挙げる区政運

営が図られる。

「広報千代田」の

電 子 媒 体 による

配布拡大

４８ 広報広聴課

広報千代田について、ホーム

ページやメールマガジン等の電

子媒体による配布を拡大し、

紙 による発 行 部 数 を削 減 す

る。

効果的 ・効率的な情報

伝達が可能になるととも

に、経費節減が見込ま

れる。

また、環 境配慮 活 動 と

して紙資源の削減が図

られる。

・ １７年度

大丸有地区

切替推進

・ １８年度

大丸有地区

折込廃止

・ １９年度～

その他 地 区

切替推進

電子調達の導入

４９ 情 報 シ ス テ ム

課、経理課

インターネットを活用した電子

調達を実施するとともに手続

きの簡素化、迅速化を図る。

業務効率の向上と入札

参 加 者 の負 担 軽 減 が

図られる。

・ １７年度

調査検討

・ １８年度

一部実施

・ １９年度

実施 （システ

ム化完了 ）

・ ２ ０年 度 ～

２１年度

推進

３ ． 区 民 の満 足 度 と成 果 を重 視 する 区 政へ の 転 換

（ １ ） 行 政 評 価 制 度 の 改 善 、 Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サ イ ク ル の 確 立

　 区 民 へ の 説 明 責 任 の よ り 一 層 の 徹 底 、 事 業 の 継 続 的 な 改 善 や 見 直 し 、 費 用

に 対 す る よ り 大 き な 効 果 を め ざ し た 区 政 運 営 を 徹 底 す る た め 、 こ れ ま で 実 施

し て き た 行 政 評 価 や 組 織 経 営 評 価 （ バ ラ ン ス ・ ス コ ア カ ー ド ） 等 を 改 善 し 、

事 業 の 業 績 を 次 の 事 業 内 容 や 予 算 に 反 映 さ せ て い く 総 合 的 な 仕 組 み を 確 立

す る 。 あ わ せ て 、 こ れ ら の 評 価 制 度 を 体 系 化 し 、 そ れ ぞ れ の 役 割 を 明 確 に し 、

活 用 し や す い も の に す る 。

　 こ の よ う な 行 政 評 価 制 度 等 の 改 善 に よ り 、 企 画 立 案 （ Ｐ Ｌ Ａ Ｎ ） → 事 業 執
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行 （ Ｄ Ｏ ） → 検 証 ・ 評 価 （ Ｃ Ｈ Ｅ Ｃ Ｋ ） → 見 直 し （ Ａ Ｃ Ｔ Ｉ Ｏ Ｎ ） を 行 う Ｐ

Ｄ Ｃ Ａ サ イ ク ル を 確 立 す る 。 こ れ に よ り 、 施 策 や 事 務 事 業 の 必 要 性 、 効 率 性 、

効 果 性 を 十 分 点 検 し 、 事 業 の 継 続 、 拡 大 、 見 直 し 、 廃 止 な ど の 検 討 を 行 い 、

予 算 編 成 に フ ィ ー ド バ ッ ク さ せ て い く こ と で 、 よ り 区 民 満 足 度 の 高 い 区 政 を

推 進 す る 。

項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

行政評価手法の

統 合 と 予 算 ・ 事

業執行 との連動

強化

５０ 企画総務課 、全

課

従来 の行 政 評価 手 法 （施 策

評価 、事務事業評価、バラン

ス・スコアカード等 ）を統合した

新 しい行 政 評 価 手法 を確 立

し、併せて予算や事業執行と

の連携を強化していく。

行政評価の結果を予算

編成や事業執行にフィ

ードバックすることができ

るようになり、ＰＤＣＡサ

イクルと成 果 重視の区

政運営が推進される。

・ １７年度

一部実施

・ １８年度

準備

・ １９年度

実施 （システ

ム化完了 ）

・ ２ ０年 度 ～

２１年度

　推進

（ ２ ） 外 部 評 価 制 度 等 の 導 入

　 既 に 福 祉 部 門 等 で 実 施 し て い る サ ー ビ ス の 第 三 者 評 価 を 充 実 し 、 サ ー ビ ス

向 上 や 区 民 へ の 説 明 責 任 を 果 た し て い く 。 区 の 直 営 事 業 か 否 か を 問 わ ず 実 施

し て い く が 、 特 に 直 営 で な い 民 間 開 放 に よ り 実 施 す る 事 業 に つ い て は 、 継 続

的 に 外 部 評 価 を 採 り 入 れ 、 サ ー ビ ス 水 準 の 維 持 ・ 向 上 を 図 っ て い く 必 要 が あ

る 。 あ わ せ て 、 事 務 執 行 に 対 す る チ ェ ッ ク 機 能 を 充 実 し 、 区 政 の 透 明 性 や 信

頼 性 を 高 め る た め 、 包 括 外 部 監 査 制 度 の 導 入 を 検 討 す る 。

項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

各種外部評価制

度等の推進

５１

企画総務課 、該

当課

各事業部において、第三者に

よるサービス評価を実施する。

あわせて包括外部監査制度

の導入を検討する。

区民に対する説明責任

を果たすことができ、区

政 の透 明 性 や信 頼 性

の向 上が見 込 まれる。

また、サービス向上や新

しい区民ニーズの発掘

も期待できる。

・ １ ７年 度 ～

２１年度

推進

４ ． 財 政 の健 全 化

（ １ ） 経 常 的 経 費 の 見 直 し と 財 政 体 質 の 改 善

　 回 復 傾 向 と は 言 わ れ る も の の 、今 後 の 景 気 回 復 の 動 向 は 先 行 き 不 透 明 で あ

り 、 区 財 政 を 取 り 巻 く 環 境 は 予 断 を 許 さ な い 状 況 に あ る 。

　 質 の 高 い 行 政 サ ー ビ ス を 継 続 的 か つ 安 定 的 に 提 供 し て い く た め 、財 政 の 硬
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直 化 の 主 因 で あ る 経 常 的 経 費 の 不 断 の 見 直 し に 取 り 組 む と と も に 、企 業 会 計

的 手 法 の 活 用 や 予 算 編 成 手 法 の 改 革 等 を 通 じ 、健 全 で 弾 力 的 な 財 政 体 質 の 構

築 に 努 め る 。

項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

企業会計的手法

の活用

５２

財政課

バランスシートや行政コスト計

算書等の企業会計的手法に

ついて、行財政運営にかかる

情報 をよりよく区政運営に反

映できるよう、その利活用に取

り組む。

民 間 手 法 の活 用 に よ

り 、 行 政 運 営 の 健 全

化 ・透 明化 と効率化が

促進される。

・ １ ７年 度 ～

２１年度

　推進

予算編成手法の

改革

５３

財政課

予算編成手法について、区民

サービスの迅速 ・適切な提供

と予算の効果的・効率的執行

を図る観点から、見直しに取り

組む。

区民サービスの向上 と

効率化が見込まれる。

・ １ ７年 度 ～

２１年度

　推進

団体補助金の見

直し

５４

財政課

区が支出する団体に対する補

助金について、補助金支出の

必要性・効果性の観点のみな

らず、公平性・公正性・透明性

等の観点から見直す。

補助金の公平性、公正

性が確保される。

・ １ ７年 度 ～

２１年度

　推進

（ ２ ） 利 用 者 負 担 の 適 正 化 と 公 平 性 の 確 保

　 区 の 提 供 す る 行 政 サ ー ビ ス に は 、あ ら ゆ る も の に コ ス ト が か か って い る 。

区 の 行 政 サ ー ビ ス に は 、道 路 や 公 園 な ど の よ う な 公 共 財 と し て 、その 費 用 が

税 で 賄 わ れ る も の と 、サ ー ビ ス を 利 用 し た 人 が 適 正 か つ 公 平 に 負 担す べ き も

の が あ る 。特 に 、利 用 に よ っ て 受 け た 利 益 と 負 担 が 明 確 に 対 応 す るよ う な 行

政 サ ー ビ ス に つ い て は 、適 正 な 利 用 者 負 担 を 求 め る こ と が 、公 平 性・公 正 性

の 観 点 か ら も 妥 当 と 考 え ら れ る 。し た が っ て 、行 政 サ ー ビ ス を 性 格・性 質 に

よ り 分 類 し 、

① 区 民 生 活 に と っ て 必 需 的 な も の か 、 選 択 的 な も の か

② 公 共 性 の 高 い も の か 、 民 間 で も 同 様 な サ ー ビ ス の 提 供 が 可 能 な もの か

に 応 じ て 、 適 正 な 利 用 者 負 担 を 設 定 す る 。

　 も と よ り 、 行 政 サ ー ビ ス に 係 る 経 費 の 節 減 は 、 原 価 の 削 減 と と も に 、 利 用

者 負 担 の 軽 減 に も つ な が る も の で あ る か ら 、 区 は 民 営 化 や 指 定 管 理 者 制 度 、

民 間 委 託 な ど の 民 間 開 放 、 職 員 人 件 費 の 削 減 な ど 、 利 用 者 負 担 の 軽 減 を 推 進

す る 。
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項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

行 政 サービス提

供 にかかる使 用

料等の見直し
５５

財政課

行政サービスについては、区

民と区民以外の利用者負担

のあり方 を踏 まえつつ、公 平

性の観点から、おおむね３年を

目途に見直しを行い、その適

正化を推進する。

行政サービスの利用 と

税等の負担の公平性 ・

公正性が確保される。

・ １ ７年 度 ～

２１年度

　推進

（ ３ ） 財 源 の 確 保

　 区 民 の ニ ー ズ に 安 定 的 、 継 続 的 に 対 応 し て 行 政 サ ー ビ ス を 提 供 し て い く 強

い 財 政 を 確 立 し て い く た め 、 歳 入 の 最 大 限 の 確 保 を 図 る と と も に 、 歳 出 総 量

を 抑 制 し 、 財 政 構 造 の 改 革 、 健 全 性 の 確 保 を 推 進 す る 。

項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

収入率の向上 と

滞納の減少

５６

税務課 、保険年

金課、該当課

引 き続 き現 年度 滞 納者への

早期対 応や、高 額滞納者 へ

の重点的対応を行い、収入率

の向上と滞納の減少を図る。

行政サービスの利用 と

税等の負担の公平性 ・

公正性が確保 されると

ともに、収納率の向上も

見込まれる。

・ １ ７年 度 ～

２１年度

　推進

５ ． と も に担 う 地 域経 営

（ １ ） 区 政 の 発 信 と 透 明 性 の 向 上

　 千 代 田 区 に 住 み 、 働 き 、 学 び 、 集 う １ ０ ０ 万 人 を 活 力 と し て 、 地 域 社 会 へ

の 関 心 や 自 治 意 識 と 連 帯 感 を 共 有 し な が ら 、 と も に ま ち づ く り ・ 地 域 経 営 を

担 っ て い く 、 協 働 社 会 に ふ さ わ し い 自 治 を 進 め て い く た め 、 政 策 決 定 過 程 を

含 め て 区 政 に 関 わ る 情 報 を 、 積 極 的 に 提 供 し て い く 。

項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

インターネッ ト に

よる情 報 提 供 の

推進

５７

広報広聴課 、全

課

広聴内容や政策決定過程等

をホームページ上で公開する

など、個人情報の保護に配慮

しつつ、従来の枠に囚われな

い積極的な情報提供を推 進

する。

ＩＴを活用した情報公開

手段の多様化と積極的

な情 報 開 示 により、区

民等に対する説明責任

を果たすことができ、区

行政の透明性が確保さ

れる。

・ １ ７年 度 ～

２１年度

　推進

（ ２ ） 双 方 向 で の 区 政 情 報 の 共 有

　 と も に 地 域 経 営 を 担 っ て い く 、協 働 社 会 に ふ さ わ し い 自 治 を 進 めて い く た
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め に は 、 双 方 向 で の 区 政 情 報 の 共 有 が 重 要 で あ る 。

区 民 の 声 か ら 生 ま れ 、全 国 に 先 駆 け て 実 施 し た 生 活 環 境 条 例 の 取 り組 み は 、

そ の 良 い 例 と い え る 。

　 　 さ ら に 、区 政 の 重 要 な 課 題 を 提 起 す る 政 策 提 案 型 広 報 の 推 進 な ど に よ り 、

双 方 向 で 意 見 交 換 を 行 い 、区 民 等 と と も に 政 策 を 形 成 し 取 り 組 む 基盤 を 整 え

て い く 。

項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

政策提案型広報

の推進

５８

広報広聴課 、全

課

広 く区 民 の意 見 を聴 くとと も

に、双方向の意見交換を行う

政策提案型の広報を推進す

る。

区民の意見をより幅広

く聴 取 することができ、

区と区民の協働の促進

が見込まれる。また、区

の説明責任を果たすこ

とができる。

・ １ ７年 度 ～

２１年度

　推進

インターネッ トホ

ームページの改

善

５９

広報広聴課 、全

課

インターネットにより、区 民 が

必要とする情報を素早 く的確

に提供するとともに、積極的に

政策広聴を行うため、画面構

成の全面改訂や検索機能の

強化など、ホームページ環境

を一層充実していく。

区政情報を区民等に素

早 く、分かりやすく伝達

できるようになる。また広

聴機能拡大による、区

と区民の協働の促進が

期待できる。

・ １７年度

全面改訂

・ １ ８年 度 ～

２１年度

　推進

（ ３ ） 区 民 ・ 地 域 と の 協 働 の 拡 充

　 　 地 域 経 営 の 担 い 手 と し て の 区 民・Ｎ Ｐ Ｏ・ボ ラ ン テ ィ ア 等 の 支 援 体 制 を 拡

充 す る ほ か 、 企 業 ・ 大 学 等 を 含 め 、 連 携 ・ 協 働 の 体 系 化 と 推 進 を 図 る 。

項目取組

番号 担当課
取り組み内容 見込まれる成果

実施スケジ

ュール

NPO ・ ボ ランテ ィ

ア等の支援体制

の拡充
６０

企画総務課

ボランティアセンター、公社など

区の協力組織をＮＰＯ・ボラン

ティア等の育成を支援する組

織として整備していく。

ＮＰＯ・ボランティア等の

育成が推進される。

・ １ ７年 度 ～

２１年度

　推進

区民 ・ＮＰＯ・ボラ

ンテ ィ ア ・ 企 業 ・

大 学 等 と の 連

携・協働の推進

６１

企画総務課

区民 ・ＮＰＯ・ボランティア・企

業 ・大 学 等 ともに区 政 を担 う

人々との連携 を強化 し、それ

ぞれの特長を活かした協働事

業を行うため、協働の体系化

を行い、役割を明確にする。ま

た、ＮＰＯ・ボランティア等によ

る政策提案事業を拡充する。

ＮＰＯ・ボランティア等の

育成が推進 され、地域

経営のための協働が進

展する。

・ １ ７年 度 ～

２１年度

　推進
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●取り組み事項 新旧対照表

現行の取り組み 改定後の取り組み
【継】継続 【完】完了 【直】見直し 【継】継続 【拡】拡充・強化 【新】新規

区民満足度の高い区政運営の確立

内部努力の徹底 内部努力の徹底・職員のやる気に応えるしくみ
づくり

成果主義の人事管理と職員人件費の抑制 成果主義の人事管理と職員人件費の抑制

能力・業績重視の人事・給与制度の確立 職員のやる気に応える人事・給与制度の確立

【継】総合決定型給料表の見直し 【継】職員がやりがいを持って職務に専念で
【継】人事考課制度の活用 きるようになる人事制度の運営
【完】名誉昇給の見直し 【新】職員公募制度、スペシャリスト認定制
【継】勤勉手当への成績率の導入 度の導入
【継】特別昇給・昇格制度の適正な運用 【新】職員表彰制度の見直し
【完】昇給停止年齢の引き下げ
【完】職員希望降任制度の導入

主体性を重視した職員の能力開発

【新】研修体系の見直しとポイント制度の導
入、ＯＪＴ講師資格の付与及び人材バン
ク登録制度の導入

総人件費の削減 総人件費の削減

【継】職員定数の削減 【継】職員数の削減
【完】勧奨退職の促進
【完】新規採用の抑制
【完】再任用職員等の適正管理
【完】臨時職員の削減
【完】超過勤務手当の削減
【完】特別職の調整手当及び退職手当の

削減

組織・機構の見直し 組織・機構の見直し

庁内分権の推進と部の再編 庁内分権の推進

【継】事業部制の導入と各部への権限委 【継】事業部制の推進と組織の活性化
譲の促進

【完】事業実施部門の再編・統合
【完】政策立案機能の強化

課・係の再編とフラット化 課・係の再編、統廃合

【継】課の再編 【継】課・係の再編、統廃合
【完】小規模係の再編とグループ制など 【新】公共財産の一括管理体制の整備

の導入 【新】ＩＴを活用した業務改革推進体制の整
【継】管理職ポストの削減 備
【継】ワン・ストップサービス供給体制 【新】総合窓口、ワン・ストップ・サービス

の整備 供給体制の整備
【完】子育て推進体制の整備
【完】学習・スポーツ、文化施策の一元

的実施体制の整備
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現行の取り組み 改定後の取り組み
【継】継続 【完】完了 【直】見直し 【継】継続 【拡】拡充・強化 【新】新規

経営的視点を導入した行財政運営の確立 経営的視点を導入した行財政運営の確立

民間活力の導入 公共サービスの民間開放の推進

民営方式の導入 サービス向上のための最適なサービス提供方
式の選択

【継】特別養護老人ホーム、在宅サービ 【新】公共サービスの民間開放の推進
スセンターの民営方式の導入

【継】区立保養施設等の民営方式の導入 民営化等の推進
【継】障害者福祉施設の民営方式の導入
【継】保育園の民営方式の導入 【継】箱根千代田荘の民営化

【継】湯河原千代田荘の民営化または指定管
理者制度の導入

【新】万世会館の民営化または指定管理者制
度の導入

【継】保育園の民営化または指定管理者制度
の導入

【拡】学校施設の有効活用と児童館・学童ク
ラブ運営体制の見直し

公の施設の指定管理者制度の導入

【継】嬬恋自然休養村への指定管理者制度の
導入

【継】ちよだパークサイドプラザへの指定管
理者制度の導入

【新】内幸町ホールへの指定管理者制度の導
入

【新】千鳥ヶ淵ボート場への指定管理者制度
の導入

【新】総合体育館への指定管理者制度の導入
【新】社会教育会館への指定管理者制度の導

入
【継 （仮称）障障害者福祉センターへの指】

定管理者制度の導入
【継】障害者通所授産施設への指定管理者制

度の導入
【継】いきいきプラザ一番町への指定管理者

制度の導入
【継】岩本町ほほえみプラザへの指定管理者

制度の導入
【新】高齢者センターへの指定管理者制度の

導入
【継】西神田在宅サービスセンターへの指定

管理者制度の導入
【新】区立・区営・区民住宅への指定管理者

制度の導入
【拡】図書館運営への指定管理者制度の導入

民間委託の推進 民間委託の推進

【継】情報システムの業務委託 【新】夜間受付業務・防災対策員業務の統合
【継】自動車運転、電話交換業務の業務 【継】情報システムの業務委託

委託 【継】自動車運転の業務委託
【継】学校・保育園給食調理の業務委託 【継】保育園給食調理の業務委託
【継】学校警備の業務委託 【継】保健所検査の業務委託
【継】公共施設の設計等の委託拡大 【拡】公共施設の設計、維持管理、修繕、施
【継】道路・公園維持管理の業務委託 設保全等の委託拡大
【継】公共施設管理運営の業務委託 【継】道路公園、生活環境条例関係業務の見
【直】保養施設受付業務のエージェント 直し

化等 【継】学校警備の機械化
【継】検査業務の委託 【継】学校給食調理の業務委託
【継】児童館等の管理運営体制の見直し

バウチャー制度の導入

【完】(仮称)生涯学習バウチャー制度の
導入

【直】(仮称)保養施設バウチャー制度の
導入

【直】(仮称)福祉バウチャー制度の導入
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現行の取り組み 改定後の取り組み
【継】継続 【完】完了 【直】見直し 【継】継続 【拡】拡充・強化 【新】新規

ＰＦＩ等の導入 施設経営力の強化

【継】ＰＦＩ手法等による公共施設整備 【拡】民間資金やノウハウを活用した手法に
の推進 よる公共施設整備の推進

【拡】公共施設の設計、維持管理、修繕、施
設保全等の委託拡大 ※再掲

【新】公共財産の一括管理体制の整備
※再掲

区有施設の有効活用 区有財産の有効活用

【継】区民施設・校外施設の廃止 【継】区有財産の有効活用
【継】区有地の売却促進 【継】校外施設（軽井沢少年自然の家、保田
【継】学校施設の有効活用の促進 臨海学園）運営の見直し
【直】千代田区資産アセスメントの実施

公社の見直し 公社等の見直し

３公社体制の見直し

【完】区と（財）千代田区街づくり推進
公社との役割分担の見直し

【完】区と（財）ちよだ中小企業センタ
ーとの役割分担の見直し

【完】区と（財）千代田区コミュニティ
振興公社との役割分担の見直し

【完】既存の３公社体制の見直し

公社の自律的な経営の促進 公社の統合と自律的な経営の促進

【継】定額補助制度の導入 【拡】公社の統合、自律的経営の促進と経
【継】利用料金制度の導入 営評価の実施
【継】経営評価の実施
【継】公社経営の透明性の確保

公社独自の人事・給与制度の確立

【完】公社に対する区派遣職員の条件整
備

【継】公社固有の人事・給与体系の整備
【継】勤務時間の弾力化
【完】公社の役員報酬の削減及び退職金

の廃止

財政援助団体の自律的な経営の促進

【新】財政援助団体のあり方の見直し

区民サービス向上のための事務改善 区民サービス向上のための改善

窓口サービスの向上 区民サービスの向上

【継】窓口サービス改善運動の展開 【継】職員の接遇向上運動の推進
【継】施設の開館日、開館時間の見直し 【継】施設・窓口の開館日・開館時間の見直
【継】申請・届出手続きの電子化と手段 し

の多様化 【拡】総合窓口、ワン・ストップ・サービス
供給体制の整備 ※再掲

【新】区民の声を反映した新しいサービス開
発の推進

【拡】申請・届出等の電子化の推進と手段の
多様化

【新】公金支払い手段の多様化

事務改善の促進 ＩＴ（情報技術）を活用した業務改革

【新】事務執行方法の見直しに基づくシステ
ム化

【新】ＩＴを活用した業務改革推進体制の整
備 ※再掲

【新 「広報千代田」の電子媒体による配布】
の拡大

【新】電子調達の導入
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現行の取り組み 改定後の取り組み
【継】継続 【完】完了 【直】見直し 【継】継続 【拡】拡充・強化 【新】新規

外部評価制度の導入

【直】包括外部監査制度導入の検討

区民の満足度と成果を重視する区政への転換 区民の満足度と成果を重視する区政への転換

行政評価制度の導入 行政評価制度の改善、ＰＤＣＡサイクルの確立

【完】行政評価制度の導入 【拡】行政評価手法の統合と予算・事業執行
との連動強化

ＰＤＣＡサイクルの確立

(外部評価制度の導入) 外部評価制度等の導入

(【直】包括外部監査制度導入の検討) 【継】各種外部評価制度等の推進

財政の健全化 財政の健全化

財政体質の改善 経常的経費の見直しと財政体質の改善

【継】経常的経費の見直し 【新】企業会計的手法の活用
【継】施設の維持管理経費の効率化 【新】予算編成手法の改革
【継】各種補助・助成等の見直し 【継】団体補助金の見直し

利用者負担の適正化 利用者負担の適正化と公平性の確保

【継】行政サービス提供にかかる使用料 【継】行政サービス提供にかかる使用料等の
などの見直し 見直し

【完】講座等の費用負担の見直し

財源の確保 財源の確保

【直】税源の移譲 【継】収入率の向上と滞納の減少
【直】都区財政調整制度の改善
【継】収入率の向上と滞納の減少
【完】基金の適切な活用
【直】法定外目的税の研究

ともに担う地域経営

区政の発信と透明性の向上

【新】インターネットによる情報提供の推進

双方向での区政情報の共有

【新】政策提案型広報の推進
【新】インターネットホームページの改善

区民・地域との協働の拡充

【新】ＮＰＯ・ボランティア等の支援体制の
拡充

【新】区民・ＮＰＯ・ボランティア・企業・
大学等との連携・協働の推進




